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政府統計は
国民の共有財産

　政府統計は国や地方公共

団体の諸施策の基礎資料で

あるだけでなく、国民がそ

れら施策を評価する上でも、

なくてはならないものです。

また、国勢調査や事業所企

業統計調査のような全数調

査は種々の標本調査の母集

団（抽出枠）となっていま

す。その情報が、不正確で

は困ります。

外国の例をみても、
統計業務の民間開放は危険

　「市場化テスト」のさきがけであるイギ

リスでは、官民競争入札のための膨大な事

務や回収率の低下などのデメリットのため、

統計調査の民間開放はもうしていません。

また、過去の予算削減や人員削減のため失

われた「統計行政」のたて直しに多大の年

月を要しました。

　今、わが国の統計行政については、調査

手法や法制度も含めた大きな見直しを行っ

ているところです。「民間開放ありき」で

はなく、こうした見直しの中、現行の調査

に悪影響のないよう、十分な時間をかけて

検討すべきです。

　拙速な「民間開放」は取り返しのつかな

い結果を生み、結局は税金の無駄遣いとな

ります。

「民間開放」で「政府統計」
の質が保てるでしょうか？

　政府の統計調査は様々なレベルで行われ

ていますが、国勢調査や労働力調査（失業

率算出）、家計調査（消費者物価指数算出

の基礎）など基幹的な統計は、国と地方公

共団体が責任を持って実施しています。

　これを民間開放すれば、地域や調査年に

よって実施者が異なることにもなり「民間

会社では個人情報の洩れが心配」と非協力

が増えて、精度ががた落ちということにな

りかねません。統計調査は失敗したからと

言って、やり直しはきかないものです。
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国勢調査を民間会社に
まかせられますか？
個人情報や精度は大丈夫？

　「官から民」の流れの中で、政府の
統計業務が民間事業者に開放されよう
としています。国の政策立案の基礎と
なる統計、民間開放にはさまざまな問
題があります。




